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○山野目座長  「公益法人のガバナンスの更なる強化等に関する有識者会議」の第３回

会議を始めます。  

 委員の皆様におかれましては、お忙しい中、御出席を賜りまして、誠にありがとうご

ざいます。  

 本日、御欠席の委員はおられません。  

 本日の議事について御案内いたします。お手元に議事次第をお配りしているとおりで

ありまして、３つの公益法人からのヒアリングをし、そして報告事項として２つの議題

を用意してございます。  

 早速、議事「（１）公益法人のヒアリングについて」ということを議題といたします。

ヒアリングについて御案内します。ヒアリングさせていただく３つの機関から、それぞ

れ 20分程度で御発言いただき、その後 15分程度の質疑応答をお願いすることにいたしま

す。  

 初めに御意見をお伺いするのは、公益財団法人公益法人協会でいらっしゃいます。公

益法人協会からは、雨宮理事長、鈴木副理事長にお見えいただきました。御両職におか

れましては、お忙しい中、この有識者会議に御出席を賜りまして、誠にありがとうござ

います。  

 御発言に当たりましては、公益法人協会の事業概要や規模を御紹介いただいた後、こ

の有識者会議において検討している「基本的な論点」の各項目についての御認識、御意

見を承りたいと考えております。 20分程度でお願いしたいと考えておりますが、既に事

前に資料３を御提出いただいておりまして、委員の皆様方におかれましては、併せてお

話を聞くに当たって参照いただきたくお願いいたします。  

 それでは、どうぞよろしくお願いいたします。  

〇公益法人協会（雨宮氏）  よろしくお願いいたします。公益法人協会理事長の雨宮で

ございます。  

 公益法人協会は、 1972年に設立されましたので、２年後には設立 50周年を迎えます。

公益法人協会の目的は、公益活動を担う団体による自律的で創造的な公益活動を推進・

支援することにより、社会における民間非営利セクターの役割の向上・発展に寄与する、

いわゆる中間支援組織でございます。  

 具体的には、民間公益活動の普及啓発事業として、書籍の発刊や、雑誌やウェブを用

いた情報提供、それから民間公益組織の支援として相談事業、直接の相談・面談は１年

に約 450件、電話相談は１年間に 3,000件でございます。それから、全国各地でのセミナ

ー活動、ガバナンスの要となります公益法人の情報公開。これは、共同サイトと言いま

して、自分のところで情報公開できないものについて、こちらでお手伝いすることにな

っています。約 500件を扱っています。さらには、民間公益活動組織及び制度の調査研究、

及びそれに関する提言事業を行うことになっています。  

 年間予算は約２億 3,000万円、会員は約 1,400件、理事 14名、うち３名が内部者、残り
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が外部者です。監事３名、全員外部者です。評議員が 24名、全員外部者です。職員数は

18名で、詳しくはアニュアルレポートを皆様のところにお届けさせていただいています

ので、それを御覧いただきたいと思います。そもそも公益法人のガバナンスの更なる強

化等に関する有識者会議のヒアリングにお招きいただきまして、ありがとうございます。

最初に言うべきでございました。  

 それでは、公益法人は、地域に根ざしたコミュニティ活動からグローバルな地球的な

課題まで、民間の知恵と財源を集め、今ある問題の解決から将来起こり得る問題まで視

野にして積極的に活動しております。その法的根拠は、認定法１条に示されていますよ

うに「民間の団体が自発的に行う公益を目的とする事業の実施」であります。  

 組織におけるガバナンスの強化に対しては、反対を唱えるものではございませんが、

今回の有識者会議の目的の中に、新公益法人制度改革から 10年が経過し、複数の不祥事

が発生し、法人の運営上、ガバナンスが機能していないところが見られる。  

 この複数の不祥事とは、いろいろあると思いますけれども、実際に暴力の問題もあり

ますし、そのほか使い込みの問題もありますが、公益法人の運営上のガバナンスが機能

していないから、そういう不祥事が起きるのかどうか。それぞれについては、どのよう

な不祥事を対象にしているのか、分析がなされていません。ガバナンスを強化するため

に、営利法人に倣い、有償の独立評議員等を置くとしておりますが、それで不祥事が防

げるかどうか、疑問であると言わざるを得ません。  

 民間の非営利組織は、自発的で自由な発想の下で、民間ならではのフットワークのよ

さで、社会の中で潤いのある活動を行っております。このような自発的な組織に対して

は、公益法人自らがガバナンス強化等を自発的に行うことを原則とする。また、法制や

税制並びに関係する行政庁等は、それを支援するというスタンスを常に取るべきことで

す。それから、民間の公益活動を萎縮しかねない行政庁による強権的な指導は、すべき

でないと考えております。  

 民間公益活動は、自らの努力で、高い志と規範意識を持って組織を運営し、未来の人々

の持続的な生存を可能とすべく行動することが最もよいことだと考えております。もっ

と自由な発想をすることを奨励し、例えば民間ならではの地域の活性化の支援、世界規

模への支援など、将来への投資という配慮も必要なのではないでしょうかと私は考えま

す。  

 基本的な論点に対する具体的な意見については、以後、鈴木から御説明させていただ

きます。  

○公益法人協会（鈴木氏）  副理事長の鈴木でございます。ただいま紹介にあずかりま

したように、各論について、私のほうから御報告申し上げます。  

 ２ページをお開きいただくと、前文的に、今、雨宮が申し上げたことを再度確認して

おきたいと思いまして、ちょっとしつこいようですけれども、複数の不祥事が発生とい

うことと、その検証事例等が十分納得的でないものですから、この辺の検証が必要では
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ないかということ。  

 それから、「独立評議員」「独立理事」「独立監事」を新設するならば、これによってど

ういう不祥事が防げるのか、不祥事の実態等を整理して、その対応策や予防策が提示さ

れないと、なかなか納得的でないということでございます。  

 それでは、各論にわたりまして御意見を申し上げたいと思います。１番目が「評議員・

社員のあり方」についてでございますが、一定規模以上の公益財団法人に、法人と利益

相反が生ずるおそれがない「独立評議員」の選任を義務づけること、仮に義務づける場

合、その規模、外部性・独立性の基準について、どう考えるかということでございます

が、以下の５つの論点から、私どもとしては反対でございます。  

 まず、総論的に申し上げると、①に書いてございますように、法人と利益相反が生ず

るおそれがない「独立評議員」を義務づけると言うわけですが、そもそも独立というも

のの定義もなされておりませんし、その存在によりガバナンスの強化が図られるという

関係性や必然性も明確ではない。これは、最初に総論で申し上げたところでございます。  

 ②としましては、評議員制度というのは、御案内のように、そもそも独立した監督・

監視機関として制度設計されておりまして、それにもかかわらず、選任方法について一

般法人法には規定がなく、各法人の定款で定めることになっているわけですが、その定

款の定めの中で、外部性・独立性のある人を選ぶということは、その定義ないし基準が

ない限り、難しいだろうと思われます。  

 次に、③について、独立性とか外部性の要件を一般的に考えるなら別ですが、具体的

に考える場合に当たって、監督権はあっても議決権しかない評議員においては、利害関

係が生じる可能性というのはほとんどないわけで、そのために具体的な基準とか要件を

決めることは困難ではないかと考えております。  

 それから、④について、報酬を与えることも考えているようですが、ガバナンスの強

化ということは、報酬の負担能力とか規模の大小ということと関係ありませんので、全

ての法人を対象とすべきだろうと考えています。  

 それから、次のページに移りまして、⑤について、評議員は、社団法人の社員と同様

の機能を発揮するように一般法人法では設計されているわけですが、先ほど来申し上げ

ておりますように、正当性の根拠となる選任方法が法定されていないわけでございまし

て、仮に評議員にガバナンスの強化を期待するということであるならば、その根本であ

る選任方法を法律で決めるべきだと考えております。  

 次の論点として、（イ）財団の評議員も、社団の社員と同様に、役員等の責任追及の訴

えが提起できるようにすべきか、その場合、どのような仕組みとすべきかということで

ございます。  

 これにつきましては、意見に書いてございますように、評議員の存在の正当性が確保

されるならば、役員等の責任追及の訴えを認めることに反対しませんけれども、現状の

ままで認めるのはおかしいのではないかということで、反対でございます。  
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 まず、①について、社団法人の社員による理事・監事の責任追及の訴えは、社団法人

の社員という組織の根源をなす機関が保有する権限であるのは言うまでもありません。

ところが、財団法人の評議員は、理事・監事と同様に、財団法人から一定の権限や職務

を委任された並立的な存在であるわけであって、財団法人の根源をなす機関ではありま

せん。しかも、評議員の選任については、先ほど来申し上げているように、それにふさ

わしい選任方法が法定されていないわけで、そういう自由な選任に任されているところ

が特別の権限を持つのはおかしいのではないかということでございます。  

 それから、②としましては、最初のところは繰り返してございますが、社団法人の社

員の場合ですと、法人の根源をなす機関として位置づけられているわけですから、それ

を認めることには意味があるわけですが、財団法人の評議員については、そういう権限

を与えることは、余りにも大きな権限を与えるのではないかということで、それは監査

ないしは監督対象と言われている理事・監事の行動を萎縮させて、ひいては法人の自治

による活発な公益活動を損なう可能性があるということでございます。ちなみに、新公

益法人制度の創設の際の有識者会議において、評議員の制度が余りにも権限が大き過ぎ

るということで、理事・監事の選任すら問題である、選任はいいけれども、解任は駄目

だという議論があったところで、そういうことも考えておくべきだろうと思います。  

 ③に、財団法人の運営を考えてみますと、財団法人は公益信託と似ていまして、事業

の信託と財産を法人が受けるわけですが、それは具体的には理事によって闊達に事業が

遂行されるべきであるということでありまして、別に評議員がやるわけでも何でもない

わけで、実際に事業を行う理事を萎縮させるような機関の存在というのは、特別、公の

機関がやるなら別ですけれども、選任方法が決められていない評議員がやるというのは

おかしいのではなかろうか。  

 一部の人の考え方かもしれませんけれども、独立評議員制を導入することによって、

心理的抑止力を役員等に対して働かせるという考えは、制度論として全くおかしい話で

あって、こういう考えはとるべきではないと私どもとしては考えておるところでござい

ます。  

 それから、評議員による役員等の責任追及の訴えを、公益法人にのみ認める。すなわ

ち、認定法の改正でやるべきだという議論もあるやに聞いておりますけれども、そうで

すと、同じ財団法人でありながら、一般法人法に基づく財団法人と、それが公益認定を

得て公益法人となった場合に、制度が違ってくるわけで、これは今回の二階建ての制度

の根幹に関わることであって、この２つが並列するというのは、制度間競争にも影響す

ると思われます。これは、こういうことを言っていいかどうかあれですが、新公益法人

数が伸びないことに象徴されるように、これは一般法人が自由だからということで一般

財団法人数が増えているというのも、そこに原因があるのではなかろうかと考えておる

ところでございます。  

 次の（ウ）、評議員資格に、役員と同様に一定の制約を設けるべきかということでござ
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いますが、評議員の資格というものは、法律上、何も制定されていないわけで、内閣府

のガイドラインで、評議員会が評議員を選出する場合は基準が認められているわけです

が、これと同様の基準であれば、それをほかの選任方法の場合にも適用するということ

には、反対する理由はありませんので、同じような水準だったらよろしいということだ

ろうと思います。  

 次の（エ）、社員や評議員について、一定数以上を必要とすべきか。仮に必要とする場

合、何人以上とすべきかということでございますが、これについての意見としましては、

法人において、本来、社員・評議員の数というのは自由であるべきだろうと思いますが、

公益法人に限り、一定数の人員を必要とするということについては、それが妥当なもの

であれば反対するものではございません。  

 一般社団法人とか一般財団法人においては、それぞれ目的とする事業の遂行等々にお

いて、憲法上の結社の自由とも絡み、社員とか評議員の数は、基本的には法人が決定す

べきものだと思っており、その意味から自由であるべきだろうと思いますが、②に書い

てございますように、公益法人の場合は、税制上特別の特権を得て、いわゆる社会的存

在であると言われているわけでございまして、これについて一定の縛りをかけるという

ことは理由があると考えております。  

 問題は、ここで問題になっております一定の水準のところでございますが、公益法人

といってもいろいろな業態がございまして、簡単には資金助成型とか事業遂行型に分け

られていますけれども、それによっても違うわけで、したがいまして、実際にこの水準

を設けるときは、業態によって分けるとか、あるいは一定の幅にするという感じがよろ

しいのではないかと思っております。  

 それから、２番目の論点の「役員のあり方」についてでございますが、（ア）の一定規

模以上の公益法人に、法人と利益相反が生ずるおそれがない「独立理事」及び「独立監

事」の選任を義務づけることについて、どう考えるか。（イ）仮に義務づける場合、その

規模、外部性・独立性の基準について、どう考えるかということでございます。  

 意見としましては、独立役員の選任については、３つの論点から反対でございます。  

 まず、①でございますが、独立役員等を設けることについて、一般論としてはその理

由がないわけではなく、特に株式会社等においては、首肯できるのではないかと思いま

すが、公益法人の場合は、事業会社の場合と異なりまして、商取引やそれに伴う利益相

反取引はほとんどなく、そのためもあって、過去に一般法人法に規定されていた外部役

員の制度は、非業務執行理事等の制度へ平成 27年の改正によって一本化されて解消され

ているわけでございまして、この新法施行後３年が経過したわけですが、非業務執行理

事の制度で何か問題が起きたかということについては、何も言われていません。  

 こうした状況の中で、またぞろ外部役員制を復活させることは、特別の問題ないしは

事例が発生しているならともかく、納得的でないと考えております。  

 それから、②としましては、特に独立監事の概念については、従前の外部役員の制度
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においては「過去に理事又は使用人となったことがないもの」ということで、その法人

内部で業務執行をやっていた人は監事になれませんよという縛りがあったわけですが、

現行の非業務執行理事等の制度においては、そもそも監事はその適用除外という形にな

っている。ということは、逆に言えば、存在自体が独立性・外部性を有していると、監

事の場合は考えられていると思われます。そうした中で、独立監事の名称の下に新たな

監事の概念を創設することは、いわば独立していない監事が別に存在しているというこ

とで、現行の監事制度に対するある意味の冒瀆であろうと考えております。  

 それから、③について、独立監事の概念について考える場合に、その定義をどうする

かにもよるのですけれども、事業会社における独立監査役の例を見ますと、その監査行

為や不祥事の追及等において、形式的な外部性や独立性は満たしているかもしれません

けれども、その監査役の学識とか経験とか資質のほうが重要であって、いろいろな事件

が事業会社に起きていますけれども、そういうことが欠けているということであって、

外部性とか独立性が欠けているということではないのではないかと考えているところで

ございます。  

 それから、３番目のポイント「外部監査体制の徹底」についてでございますが、（ア）

現行の会計監査人設置基準についてどう考えるか。その改正が必要な場合、どのような

基準とすべきか。（イ）例えば、一定規模以上の補助金等を受給している場合には、上記

の基準に達していなくとも外部監査を求めることとするなど、新たな基準が必要か、必

要な場合、どのような基準が考えられるかということでございます。  

 意見としましては、一部の公益法人において会計の不正や補助金の不正受給等の問題

が生じているとされているわけですが、ここにおいても、その実態が明らかにされてい

ないわけでございまして、その実態によっては必要ということかもしれませんが、それ

だけが唯一の解決策ではないと思われますので、まず実態があって、それに対応した会

計監査人の設置基準の引上げ等々も考えられてくるのではなかろうかと考えておるとこ

ろでございます。  

 具体的に申し上げますと、①で、小規模法人や大規模法人であっても公益目的事業が

単一の場合、例えば奨学金の給付のみのような単純な業務をやっている場合に、不正と

言ってもすぐに分かる話であって、それにもかかわらず、不正抑制の対策として会計監

査人を設置することは、そのコストと成果の観点から有効かどうか検証が必要だろうと

思います。ここで、コストの観点から大規模法人に限定するということですが、小規模

法人でこういう事業をやっているところも多いわけでございまして、そこに対しても何

で適用しないのだという議論が起きてくるだろうと思います。  

 それから、②について、公益法人の監督に当たる行政庁において、毎年の定期提出書

類の提出後の早急な精査による不正の発見や立入検査の頻度を上げることによる抑止効

果の発揮の検討が行われるべきであって、何も会計監査人を置く必要はないだろうと考

えております。  



 

7 

 

 それから、③について、国・地方公共団体の助成金を受領する公益法人に対する会計

の不正の検査の問題でございますが、これについては、一義的には、助成した国や地方

公共団体が責任を負うべきであって、そのほかに、国の場合は会計検査院等の公共検査

機関もあるわけでございまして、そこが正面ないしは側面的にそれを援助すべきではな

いかと思われるところでございます。  

 それから、④としましては、現在も会計監査人の制度があるわけですが、その設置基

準は、認定法に規定されている基準であるわけですが、その水準というのは、合理性を

もって、その時点で立法されたはずでございまして、現在、それがおかしいとするなら

ば、その実態との対比で、どの基準が妥当かという調査研究がまずあってしかるべきだ

ろうと考えておるところでございます。  

 それから、４番目、「ガバナンスの自律性と透明性の確保」についてでございますが、

（ア）公益法人等による情報開示について、国民によるガバナンスの実効性を高めるた

めに、どのような方策が考えられるかということでございます。ここにつきましては、

公益法人のガバナンスの強化は、各種の機関や制度の創設・改正、いわゆる箱物による

改正も必要だろうと思うのですが、一番効果を発揮するのは、本提言にあります情報開

示の拡大とその情報へのアクセスの簡易化でありまして、その結果として、国民からの

目線によるガバナンスの強化が図られるということで、これは学者・有識者でも一致し

た見解だろうと思います。  

 その意味から、本提言にある下記の事項について情報開示することについては、全面

的に賛成でございます。要件については、①、②、③と書いてございますが、これにつ

いては、あえて申し上げる必要もないかなと思っています。というのは、私どもが３年

前に民間法制・税制調査会で公益法人のあり方を検討したときに、「情報公開の課題と提

案」ということで、今日添付した資料がございますが、そこに全部書いてあることでご

ざいまして、そのとおりやっていただければよろしいかなと思っているところでござい

ます。  

 それから、７ページに移りまして、（イ）法人の自主基準である「ガバナンス・コード」

の策定についてでございますが、これについての意見としましては、結論から言います

と、自主的に行動基準を定めることに賛成でございます。ちなみに、①のとおり私ども

公益法人協会におきましては、昨年９月に「公益法人ガバナンス・コード」というもの

を策定しまして、お手元に配付させていただいているかと思います。約半年たちました

が、現時点では、各公益法人にその検討や採用を勧奨しているところでございまして、

私ども公益法人協会においても倫理規定がございますが、それの改正を考えているとこ

ろでございます。  

 ただ、私どものガバナンス・コードが日本の公益法人界を全部席巻するわけでもあり

ませんので、いろいろな機関が作ることは自由だろうと思います。その場合に、②とし

まして、行動基準に定める原則は、日本の公益法人をめぐる環境に合ったものが採用さ



 

8 

 

れるべきであり、また策定された個々の行動基準はそれぞれの公益法人が自主的に判断

して採用または適用を考えるべきであると思います。  

 後段のところは当然だと思いますが、前段の日本の公益法人をめぐる環境に合ったも

のが採用されるべきだということについて、補足的に申し上げますと、私どもの「公益

法人ガバナンス・コード」は、イギリスのチャリティのガバナンス・コードを参考にさ

せていただいたのですが、そこで出てくる多様性、ダイバーシティとかリーダーシップ

というのは、日本人になかなかなじみにくいところがありまして、これについては、部

分的に取り入れていますけれども、全面的に取り入れることはしなかったということで、

その国情とかも考慮すべきだろうと思っております。  

 それから、③でございますが、上記②の観点からすると、行政庁が行動基準の策定に

関与したり、策定されたコードの適用を規制ないしは推進したり、さらにはその状況に

ついて報告や立入検査の対象としたりすることは厳に慎むべきであると書いてございま

すが、これは私どもがガバナンス・コードの策定の過程で、民間でパブリックコメント

をやったときに、各公益法人の皆様から真っ先に意見があったところでございまして、

立入検査にプラスして、ガバナンス・コードの検査があるのかということで、ガバナン

ス、ガバナンスということで、そこだけがヘビーになるのは困るという意見がございま

したので、ここに書いてございます。  

 それから、５番目、「その他」、法人の解散時に、残余財産の帰属先等について行政庁

が関与する仕組みについて、どう考えるかということでございますが、これにつきまし

ては、そこに書いてございますように、若干でも問題があるとすれば、新しい仕組みを

作ること自体には賛成でございます。ただ、解散というものは公益法人の自由な判断に

よるものですから、残余財産の引渡しの見込みも行政庁への届出で足りると思いますし、

その費用を開示することも、その届出の中で行われればよろしいのではないかと思って

おります。  

 時間を若干超過したかもしれませんけれども、私どもの意見は以上でございます。  

○山野目座長  盛りだくさんの御意見を御用意いただき、開陳いただきまして、誠にあ

りがとうございます。  

 委員の皆さんから、ただいま頂いた御意見に対する質疑をお願いしたいと考えます。

いかがでしょうか。  

○佐久間（毅）座長代理  大変貴重な御意見、ありがとうございます。  

 ２点、評議員または評議員会について御意見を伺いたいことがございます。先ほど御

意見の中で、独立評議員等は不要であるとおっしゃいました。その前提といたしまして、

現在の評議員または評議員会のあり方に問題がないのかということについて、２点伺い

たいと思います。  

 １つは、決算を承認する評議員会というのが１年に１回開かれることになっておりま

すが、これは理事会から評議員会まで２週間は置かなければならないことになっており
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ますね。ところが、制度発足以来、繰り返し指導事項であるところで、これが守られて

いない。同日開催の例が、多数ではないのかもしれませんが、少なからず見られるとこ

ろがあるかと思います。それ自体としては非常に細かいことだと思うのですが、法人運

営の中の基本中の基本だと思うのです。評議員会が理事の業務執行を監督するというこ

とで言えば、決算は多分一番大事なものだと思うのですけれども、例えば当日資料が示

されて、それについて審議をするということになっている法人がある。  

 このことにつきまして、なぜ何度も指摘されるのに改まらない法人が多いとお考えな

のか。公益法人をたくさん御覧になっているはずですので、伺いたい。  

 非常に素朴に考えまして、評議員がきちんと仕事をしておりましたら、おかしいので

はないかという声が出てもよろしかろうと思うのです。何も公益認定等委員会や審議会

から指導を受けなくても、評議員からきちんとしなければいけないのではないですかと

いう声が出てもおかしくないと思うのですけれども、それが出ていないのか、出ている

けれども、改まらないのか。その点で評議員ないし評議員会の役割として、きちんと認

識ができているのだろうかということを、実情を踏まえて、どうお考えになるか伺いた

いと思います。  

 もう一点、同じく評議員会について伺いたいのですが、強調なさったことで、評議員

のそもそも選任の方法が法定されていないではないか、それはおかしいのではないかと

いう点。私もそう思っておりまして、実態として、理事会で評議員が選ばれるというこ

とはないと思うのですが、誰を評議員にするかというのを、理事会ないし理事で推薦す

るということが非常によく行われておるのではないかと思います。  

 このことが、結局のところ、評議員会が場合によっては理事に対する牽制機能をうま

く発揮できない元にあるのではないかという気が、それだけではありませんけれども、

私はしております。  

 そういたしますと、それとは別ルートで選ばれる、例えば独立評議員がいいかどうか

はともかくですけれども、そういう発想が出てくることは、全くゆえのないことではな

いのではないかと思っておりまして、法定されていないのは問題だというのは伺いまし

たけれども、現在の評議員の選定のあり方について、私は改めるべきところがあると思

いますけれども、どうすれば実情を改められるとお考えかを伺えればと思います。  

○公益法人協会（鈴木氏）  最初の点でございますが、おっしゃるように、２週間とい

うのは、従前の公益法人の実務から言うと期間が相当短こうございまして、決算から評

議員会まで非常に慌ただしい中でやるので、実務上できないというのが理由だったと思

います。私どもも民間法制・税制調査会で検討したときに、このところを一般法人法の

改正として、ぜひ言ってくれということを言われて、数年前にはそういうことをお願い

したこともあるのですが。ただ、実際にやってみると、やれないことはないという言い

方は失礼ですけれども、皆さん方の規範意識が高まって、実務上、それをやらなければ

いけないということで事務手続をやると、できるのですね。  
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 できるのですねというのは変なのですが、できるわけで、今、それを余り言っている

ところはないと思います。したがって、佐久間先生がそういうものを検査で指摘される

ということをおっしゃいますけれども、それはほんの形式的に、２週間というものを 14

日と勘違いしているとかであって、それが法を犯してまでやらないという確信を持って

やっているわけではないと私は考えています。  

 ただ、おっしゃるように、立入検査のときに必ずそういうことが指摘されているわけ

でございまして、それはそういう意味では由々しきことかもしれませんけれども、規範

意識の向上に伴って、その辺はなくなりつつある。将来的には、さらにそれが進んでい

くのではないかと個人的には思っているところであります。  

○公益法人協会（雨宮氏）  ２週間というのは、何のために空けるのかというと、評議

員がその情報をちゃんと調べて評議員会に出るということですので、２週間空けること

について、ただ空ければいいという話ではないというのは皆さん分かっていらっしゃる

かと思いますけれども、きっちり２週間空けたのにというところが法人の中に随分あっ

て、そこを指摘されたというのがありますけれども、２週間空けるのは何のためなのか

が理解されていれば、当然だと思います。  

もう一つ、評議員、評議員会に関しては、改正前の民法でも評議員については規定さ

れていないのです。ただ、財団にはほとんど評議員を置いておりました。それは何かと

いうと、例えばその法人の出捐者、お金を出した人の意思が、いつやめていいのか、あ

るいはどういう内容を変更したらいいかということについては、出捐者の意思がはっき

りしない。また、亡くなってしまったときはどうするかということを考えると、出捐者

の意思を代弁できるしっかりした人として評議員を設けていたケースが多かったと思い

ます。  

 前の制度でも、その当時は財団法人ですから、寄附行為に評議員のどういう仕事があ

るのか、どういう制度にするのかというのは書いてあるところもあるし、ないところも

あるので、ない場合には、出捐者の遺言その他で解釈してやっておりました。だから、

今の新しい制度では、評議員について、はっきり規定しないことは問題だと思いますの

で、これは評議員そのものについて考えるべき時期だなと。これを奇貨として検討して

いい話でございますので、評議員というのをどういう制度なのかを考えるべきだと思い

ます。  

 昔は、理事でお年になったときにやめさせられないので、次のときに評議員になって

いただくみたいなことがありましたけれども、評議員は役員を選ぶ選任機関として重要

な地位を持っておりますので、そこについてはどういうものなのか、どうやって評議員

を選ぶのかというのも定款に書けばいいという話だけじゃなくて、法律上、書くべきで

はないかと思っております。  

〇勝又委員  後半のどうやって評議員を選ぶのかという点は、私ども、実態としても非

常に問題だと思っています。新制度に移行するときは、最初の評議員を選ぶ委員会とい
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うものを設置することが義務付けられ、その方たちから推薦のあった方に評議員になっ

ていただく。それは、設立当初のときの話であって、それ以降は、先ほどおっしゃられ

たように、事務局なり理事会から推薦のあった方を、評議員自らが自分たちを決めると

いう方法です。重任の方もたくさんいらっしゃいますので、追認するような形に実態と

してはなっていると思うのですね。  

 評議員の権限を考えれば、その義務がいかなるもので、どういう選び方をするのかと

いうのは重要で、何らかの明示的なものがあったほうがいいだろうなと思います。  

○山野目座長  ありがとうございます。ただいま御発言は御意見として承りました。  

 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。  

 それでは、本日、資料３－１を御用意いただきまして、貴重な御意見を陳述していた

だき、質疑応答にも答えていただきました公益法人協会の皆様に、別してお願いがござ

います。この後もこの有識者会議の審議が続いてまいります。本日は、盛りだくさんの

御意見を用意いただき、一つ一つを伺って、委員から個別に全ての事項について質疑を

差し上げたわけではございませんけれども、私ども委員全て、それから事務局において

も、仰せのことの一つ一つをかみしめて今後の検討を続けてまいりたいと存じます。２

人の委員から質疑があって話題になりました評議員の選任方法や構成のことにつきまし

ても、短い時間でしたけれども、有益な意見交換であったと感じます。  

 どうしても参考になる材料がないものですから、外部性とか独立性という概念で議論

が始められている側面がございます。しかし、狙っているところは、外部理事とか独立

評議員といったものを入れるという形の問題に固執して議論が進んでいくということで

は決してなくて、今日、皆様方の間で共通に御指摘いただいたとおり、理事や事務局な

いし理事会の側が評議員会の構成を決めてはならないという、法の形の上での建前は守

られているかもしれませんけれども、実質はかなり損なわれているのではないか。そこ

のところを考えたときに、従来的なやり方での、評議員の推薦・選任とは異なるルート

を仕組みとして制度化していくことができないかというところに実質的な論点があると

考えます。  

 それは、佐久間毅委員が質問の後段で問題提起をし、公益法人協会のほうからも御高

見を披瀝いただき、勝又委員からもお悩みを仰せいただいたとおりではないかと思いま

す。  

 有識者会議といたしましても、引き続き、この観点から、この論点を悩んでまいりた

いと存じますから、どうぞこのヒアリングの機会のみではなくて、いろいろな折にまた

意見交換をさせていただき、悩みにともに向き合っていただくことにお付き合いいただ

くことがかないますれば幸いでございます。  

 本日は、貴重な御意見の陳述をいただきまして、誠にありがとうございました。  

（公益法人協会退室）  

（プラン・インターナショナル・ジャパン入室）  
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○山野目座長  続きまして、公益財団法人プラン・インターナショナル・ジャパンの佐々

木事務局長代行からヒアリングを行います。佐々木事務局長代行におかれましては、大

変お忙しい中、この有識者会議に御出席を賜りまして、誠にありがとうございます。  

 御発言に当たりましては、プラン・インターナショナル・ジャパンの事業概要や規模

を御紹介いただいた上で、この有識者会議において検討している「基本的な論点」の各

項目についての御認識や御意見がおありでいらっしゃいますれば、それをお教え賜りた

いと望みます。時間は 20分程度でお願いいたします。  

 プラン・インターナショナル・ジャパンからは、事前に資料４を提出いただいており

ますから、委員におかれましては、併せてその参照もお願いしたいと望みます。  

 それでは、どうぞよろしくお願いいたします。  

〇プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  お時間をいただきまして、あ

りがとうございます。公益財団法人プラン・インターナショナル・ジャパンの事務局長

代行をしております佐々木と申します。  

 では、時間も限られておりますので、早速ですが、私どもの法人の事業概要と規模に

ついてということで御質問いただいておりますので、簡単に御説明させていただきたい

と思います。  

 私ども、プラン・インターナショナルという国際 NGOの一角をなす日本法人でございま

して、 1983年に設立された民間団体でございます。旧外務省の所管でありましたが、現

在は内閣府所管の公益財団法人でございます。 2011年１月に公益認定を頂きまして、丸

９年となります。  

 活動といたしましては、こちらに資料４として配布いただきました資料にもございま

すとおり、子どもの権利を推進し、貧困や差別のない公正な社会を実現するという目的

の下に、国連に採択された子どもの権利条約に基づいて、全ての子どもたちが権利を享

受し、本来の可能性を発揮できる社会という活動をしております。歴史的には、世界で

は 1937年のスペイン内乱時の孤児を救済した活動に端を発しまして、第２次世界大戦ま

ではヨーロッパの戦火の下での子どもたちを実際に救済し、保護するという活動を主に

していました。  

 ですが、第２次世界大戦以降は、戦火の中から救い出すということではなく、子ども

たちが家族なり地域にいながらにして、その子たちが本来持つ可能性を開花していける

社会を作るのが、世界の子どもたちに今、必要であるということに着目いたしまして、

必要としている子どもがどこにいるかということで、主に発展途上国をフィールドとし

まして、アジア、アフリカ、中米の開発途上国の子どもたちに寄り添った活動を続けて

まいりました。そういう変貌を遂げた後に、 83年に日本で日本法人が作られたという歴

史がございます。  

 どこかに国際の本部があって、そこの下部組織として各国がある支部ということでは

なく、それぞれの国の法人がそれぞれ独立して緩やかな連合体としてフェデレーション
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を組む、みんなで考えながらベストなソリューションをなしていくという仕組みを持っ

ておりまして、その一員として、今、 21か国にそういった団体がありますけれども、日

本はそのうち６番目に設立した法人でありまして、後に続く十数団体の手本となってま

いったところがございます。  

 そういう意味で、開発途上国をフィールドとしてきたのですが、昨今、自然災害、テ

ロ、難民等、いろいろ複雑な問題が貧困に絡んでまいりまして、子どもたちが困ってい

るのは開発途上国だけにあらずというのが SDGsの今の言葉にもあるかと思いますけれど

も、誰も取り残さない社会・世界を実現するのだという旗印の下に、近年、プラン・イ

ンターナショナル全体としましても、途上国だけではないというところをフィールドに

することを決めまして、日本法人も定款を「途上国で」と言い切っていたところを「地

球上のあらゆる地域で」。ただ、「主に開発途上国で」とは書いておりますが、そういう

形で定款を改めさせていただき、認定も頂戴したところです。  

 それの下に、日本国内の子どもたち、女の子たちにもということで活動を開始する。

今までは、緊急時の例えば東日本大震災といったときだけ、海外での緊急現場でのノウ

ハウを日本のために使ってきたのですが、今年以降は平時でもということで活動を拡大

していこうというところにございます。  

 具体的には、日本国内では寄附金を募り、一部助成金なども頂戴いたしますけれども、

活動時におけるどのようなプロジェクトを展開するかということを現地と相談しまして、

プロジェクトを決め、それを展開していく。その成果を支援くださった方々にしっかり

と御報告していく。あとは、意識啓発とか政策提言といったアドボカシーの活動も展開

しております。  

 法人としての事業規模は、毎年 30億円から 35億円ぐらいの間でして、それの中で、受

け取る補助金の規模は 15％前後で、大部分は個人の方、もしくは企業の方からの御寄附

を頂く形で賄っております。収益目的事業は一切行っておりませんので、公益目的事業

比率が非常に高く、 96％ぐらい、あとは管理費程度です。  

 職員数は 60名余りで、役員としましては、理事が９名、監事が２名と評議員が 11名お

ります。お手元の団体概要の資料の７ページに役員のリストが載っているのですが、大

変申し訳ございません。これは、2019年３月現在となっておりますけれども、これ以降、

つい最近まで変動がございまして、人数が少し変わっております。理事が１人増えまし

て、９名で、評議員が２名少なくなりまして 11名になっております。常勤は専務理事１

名のみで、ほかの方は全て非常勤で御貢献をいただいております。  

 法定の義務以上のことで、例えば実質的にガバナンスの強化などをやっていることは

どんなことがあるかということについて、主なものを御紹介いたしますと、先ほど申し

ましたように、事業規模は 30～ 35億円ではございますけれども、自主的に会計監査人を

設置しております。これは、団体設立当初より、広く一般から寄附を募って途上国とつ

ながっていこうという意識で始まりましたので、そういう皆様からお金をお預かりする
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からには、自らそうであるべきということで、監事には必ず公認会計士とか士業の国家

資格を持った方の御指導を仰ぐべしというところと、監査法人による監査も必ず受ける

べしということは、設立当時から変わりません。  

 なので、移行認定のときに、今までも外部監査を受けておりましたが、今後は常設の

会計監査人としてお願いしたいということで御就任いただいたという経緯がございます。 

 もう一つは、今回、御検討のテーマに挙がっておられましたけれども、評議員に対す

る関係者割合の件も、理事・監事と同様のものを定款上、課しております。当団体の場

合は、法定ではないのですけれども、事業計画と予算に関しても評議員の承認を取らな

ければならないと自ら定款で定めておりまして、評議員はより理事と似たような形で事

業をしっかり御説明する対象になっております。その事業を理事がどのようにちゃんと

差配しているのかを見ていただくという意味から、情報提供も評議員にも差し上げてい

るという状況でございます。  

 今回、御議論になっておられる独立理事なり外部性・独立性というものに関して言い

ますと、民間の企業の取締役会のように、中から昇格・昇進していって、その地位にな

るという考え方がございませんので、ほとんどの方が外部から。できれば、私どもの支

援者でいらっしゃると、なおよしではあるのですけれども、それは６万人近くいらっし

ゃる支援者の方々の感覚を持って、私たちを律してくださるかという意味ですけれども、

そういう方々を広くお招きしているという形でございます。  

 理事は、実務的にいろいろ検討したり、指導・決定したりすることがありますので、

実務能力のある方々で、なおかつ支援者であれば望ましい。評議員の方は、より広範な

方々から御助言いただけるというところを重視しております。現在、元職員であった方

は１人もいらっしゃらない状況です。  

○山野目座長  御意見をおっしゃっていただきまして、誠にありがとうございます。  

 それでは、これから、今いただいたお話を踏まえて、委員のほうから質疑があります

れば、してほしいと望みます。  

○吉見委員  主に組織の問題や監査人、監事も含めてのお話がありましたけれども、そ

ういう監査の目を徹底しようという組織構成になっていると思いましたが、これについ

ては、御法人が緩やかな各国の団体が連合しているということがあり、各国のそれぞれ

の団体が違った形での法人の仕組みを持って活動されているのではないかと思います。

例えば、諸外国の同じような活動をしている法人組織の監督・監視のあり方、監査のあ

り方というものを、ある程度参考にして作られたのか、それとも無関係に、会計士の力

を借りながら、監事や会計監査人に入れようと独自にお考えになったのかがまず１点で

ございます。  

 それから、当然ですが、会計監査人には、任意といえども、一定の監査報酬を支払わ

なければならないのですけれども、必ずしも安価と言えないかと思います。事業全体の

規模の中で、特にほとんどを寄附によって公益目的事業を行われている中で、一定程度
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の額を毎年、会計監査人に支払わなければならないということについて、法人の中で、

例えば理事の間ないしは評議員会で何らかの議論があったのかということについて、お

伺いしたいと思います。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏） 御質問ありがとうございます。  

 １点目の、このような組織を独自に考えたのか、他国を参考にしたのかということで

ございますが、設立当初、確かに他国ではどのような仕組みで透明性を維持するのか、

寄附を頂く団体とはどうあるべきかというところで、他国を参考にしたと聞いておりま

す。日本は６番目と申し上げましたけれども、最初にプラン・インターナショナルを立

ち上げた人物がイギリス人でございましたので、イギリスにも法人が先にございました。

イギリス、ドイツ、アメリカといった先達を参考にしたということは聞いております。  

 それ以降、ガバナンス上、こういったことは支援者の方々から非常に高い評価をいた

だきまして、支援をくださる方々から、実際に信頼できて、安心できるという御評価も

いただきましたので、その体制を維持しているというところがございます。  

 実際、三十数年やってまいりまして、他国の法人も増えてくる中で、どのようなガバ

ナンス構成になっているのか、理事はどのように事業に関与し、それをどのようにウオ

ッチしているのかというところは、折に触れ他国の法人にヒアリングをかけながら、我々

は今のままでいいのかといった、例えば委員会を持ったほうがいいのか、どの程度の頻

度で会議をしたほうがいいのかということなどは、常に自問自答しているところがござ

います。  

 ２点目に御質問いただきました会計監査人の報酬ですが、確かに安いものではなく、

毎年、それなりの金額は支出しなければならないものでありますが、三十数億円の金額

になりますので、一般の方から、お一人お一人が数千円であったとしても、それが大変

積み重なってお預かりしている金額ですので、そこはしっかりと監査する必要があるだ

ろう。それが皆さんの御信頼に応える道だと思っておりますので、会計監査人の方に見

ていただかないという選択肢は全く考えておりません。  

 ただ、今お支払いしている金額が適正かどうかという目は常に持たねばならないとい

うことで、数年に一度は相見積もりを取って確認するとか、他団体さんがどのような監

査法人にどのぐらいの報酬でやっていらっしゃるのかといったところを見比べながら決

めさせていただいた経験もございます。  

 この場を借りて申し上げれば、私ども、国際協力 NGOという業界ですけれども、国際協

力 NGO業界というのは横のつながりが非常にございまして、通常ですと、こういったたぐ

いのことは組織内で限られた人間しかタッチしないものですが、だからこそ、組織の垣

根を越えて、お互いにどうだこうだという学び合いをするカルチャーが非常に強くござ

いまして、こういった監査法人との関係についても、お互いに学び合いの文化が非常に

ございます。そういった自律的な意識のなかで勉強させていただきながら、見直しなが

らやっているところでございます。  
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〇吉見委員  ありがとうございます。  

○佐久間（毅）座長代理  大変貴重なお話を伺いまして、誠にありがとうございました。  

 お話しいただいた中で、２点伺いたいことがございまして、１つは、事業計画等につ

いて評議員にも御説明なさり、承認を得ているとおっしゃったのですが、実際のところ

で、その説明を受け、評議員会で議論されるときに、その事業内容について評議員の方

からも御意見が積極的に出されるのか。  

 そして、出された場合に、それが理事会へと上げられて、それが理事会で生かされた

ら、評議員にフィードバックされる機会があるのかという、その事業の内容についての

評議員の関与が実際どういうふうになっているのかということを少しお教えいただけれ

ばありがたいというのが１点目です。  

 もう一点は、寄附者というか、支援者について大変意識をなさっていると伺いまして、

会計監査人を任意で設置されていることですとか、監事に公認会計士を選ばれているこ

と、支援者の方からも可能ならば理事を選びたいとおっしゃっていたことなどに、大変

感銘を受けました。  

 その上で、御法人では、事業の内容については支援者の方も比較的理解しやすいとい

うか、どういうことをなさっているか受けとめやすいと思うのですが、機構内部で法人

運営の面で、こういうふうにして適正を担保しながら、きちんとした活動に生かしてい

ますという形の報告というか、情報の提供とか、あるいは支援者の方がそういう情報に

触れられる機会が設けられているのかどうか。もし設けられているとしたら、その内容

をお教えいただければ幸いでございます。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  ありがとうございます。  

 １つ目に御質問いただきました評議員との関わりについてでございますが、通常の事

業計画・予算の審議の際には、もちろんその前に理事が審議し、こういう決定をしたと

いうことを踏まえますので、まず、代表理事のほうから、理事会ではどのような点が議

論になり、理事がどのような考えをいたしましたという報告がありまして、それを聞い

た上で、理事の判断の検討内容がどうなのかということをお考えいただいた上で、それ

ぞれ評議員として、まだ疑問が残るようなところはもう少しクリアにしていただくよう

な御質問をいただいてという流れになります。  

 理事会と評議員会を比べますと、もちろん理事会のほうが質問なり議論の量が多いで

す。監督する立場としての評議員会としての質問量というのは、その上でということで

すので、少し控え目かなと思いますが、その場で御質問いただいたことは全てお答えい

たしますし、それが非常に重要な指摘であった場合には、事業執行のときに必ず意識す

るべしということで、その場に代表理事、理事長、専務理事は必ず出席しておりますの

で、お約束して帰りまして事業に反映するということをしております。  

 あとは、年に２回、決算と予算のために公式会合が開かれるわけですけれども、その

間に非公式と申しましょうか、理事も監事も評議員も全員一堂に会する会議を年に数回
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行っております。というのは、年に２回だけでは団体のことは十分御理解いただけない

し、情報も不足されるだろうということと、もっと自由闊達にいろいろ議論する場が必

要であるということで、必ず２か月ぐらいに１回は顔を合わせるように設けております。 

 そのときに、何か議論になったことについて自由闊達に、立場を超えて意見を交換し

ていただいたり、評議員の方の生の声を理事が聞いたりという場を設けるようにしてお

ります。その場で、あのとき議論になったことが、今はこんなふうになっていますとい

うことを報告し、それを評議員側がそうかと言われるのをちゃんと聞くという形をとっ

ております。  

 もう一つのガバナンスについての支援者の方への説明というお話でございましたが、

今回の場を頂きまして、改めて議論の点を見せていただいたときに、ガバナンスについ

て、私どもがどういうふうな取組をしているのかといったことももう少し伝える努力を

するべきところがあるのだろうなということは、少し感じました。  

 私ども、今までどの程度やってきたかと申しますと、支援者の方々全員に対してとい

うのはちょっと難しいのですが、全国に 30～ 40ぐらいの支援者の会という任意の会がご

ざいまして、ボランタリーに私どもが支援している人同士が任意で集まって、例えば一

緒に何か活動しましょうとか、途上国の子どもたちにお手紙を書いたりできる支援方法

をとっているのですが、一緒に集まってみんなで書いてみませんかとか、途上国のこと

を学びましょう、楽しみましょうという場が全国にあります。  

 その場に職員なり、専務理事なりが年に１回は、呼んでいただければお伺いするよう

にしておりまして、そのときにどんなふうに事業をやっているのかですとか、専務理事、

事務局長などが行けば、当然ですが、経営サイドの話にもなりまして、長く支援いただ

いている方には、決算書も毎年しっかり御覧になっていて、鋭く御質問くださる方もあ

りまして、喜んで状況を御説明するということをしております。  

 近年、その訪問に加えまして、年に１回は全国支援者の会という形で、どなたでも一

堂に会していただけるような場を設け始めようという動きがございまして、そういった

中で御説明していけるような場を設けていきたいと思っております。  

○勝又委員  監事または監査人で常勤の方はいらっしゃいますか。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  いえ、常勤は専務理事のみで

ございます。  

○勝又委員  もし 30億円という事業規模で常勤の方がいらっしゃるのだとしたら、常勤

でどういうところを見ていただいているのかなと思いましたので、質問させていただき

ました。  

 あと、佐久間先生と同じような、いろいろな事業の活動・計画といったものをどうい

うふうに支援者の方たちに説明していらっしゃるかということで、プランが最初に日本

にできたころは、大分苦労されたというお話は伺っております。  

 日本人は、かわいそうな子どもに支援するのだということであれば、お金はどんどん
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出すけれども、こういう途上国支援というのは、子どもそのものを助けることも必要な

のだけれども、その国の根源的な問題からある程度取り組んでいかなければいけないの

で、集まったお金をそういった問題に振り向けると、自分は何国の何ちゃんを助けるつ

もりでお金を出したのに、ほかに使うのかというので、かなり不満が出たというお話も

伺いました。3,000円、4,000円、5,000円の規模で集めているお金というのは、いわゆる

特定の子どもたちを支援するようなことだけか、それとももっとほかの大きい問題につ

いても使うのであれば、その周知・説明は、どういう形でされていらっしゃいますでし

ょうか。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏） 御質問ありがとうございます。  

 おっしゃっていただいているとおりでして、3,000円、4,000円、5,000円とおっしゃっ

ていただいたのはプラン・スポンサーシップという、私どもの一番の基幹の仕組みです。

先ほど、お手紙で交流ができると申しましたけれども、途上国の具体的な子どもの姿を

御紹介して、その子を直接励ましていただいたり、成長を見守っていただいたりするこ

とができるという制度です。  

 確かに奨学金とか、自分の子どものように、私の 5,000円はこの子にだけという誤解が

ないようにというところで、あなたから頂いたお金は、必要経費以外の部分は、その子

の住んでいる地域なり、国なりに届けさせていただいて、必要なものに使わせていただ

くので、その子だけではなく、地域の子どもたちのためにも使われるのですというとこ

ろは、最初の入口で誤解がないようにお伝えするようにしております。  

 あとは、報告するのも、少なくとも１年もしくは１年半に１回は現地から報告書が届

くわけですが、その子が今、どうしているかというのはもちろんあるのですけれども、

それ以上に手厚いのは、その地域でこの１年なり１年半にどんなことが行われて、どん

な変化が起こっているか。そこにあなたの御寄付は使われておりますというところをき

ちんとお伝えしながら報告するようにしております。会報誌等でも、努めてご説明する

ようにしております。  

○勝又委員  事務局の方のお仕事というのは、随分細かく、丁寧にやっていらっしゃる

なと常々拝見しておりますけれども、そうすると、常勤の理事の方は専務理事の棚田さ

んだけで、スタッフの方、理事会との連携というのが具体的には、もちろんうまくいっ

ていると思うのですけれども、仕組み的にどのようになっていらっしゃいますでしょう

か。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  私どもの理事と、ということ

でございますか。御指摘のとおり、常勤は棚田専務理事１人です。毎日来ております。

それ以外に理事長が月に２回もしくは３回など事務局に来て、事業の把握をしたり、重

要な決定をしたりしています。それ以外は、ほとんど電子メールでほぼ毎日のようにや

りとりしているわけです。それ以外に理事は７名おりますけれども、国際組織としての

意思決定に参画したり、評議員も含めまして、それぞれの専門性とか得意分野を生かし
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て、事業に直接協力してくれる理事などもおりまして、そういう場合には、例えば広報

部分、マーケティング部分のアドバイスというところで、事業と直接つながってやりと

りをしながら、具体的な指導に力をお借りしているところです。  

○山野目座長  ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。  

 それでは、本日はプラン・インターナショナル・ジャパンにおかれましては、入念な

御用意をいただいて、私どもの問い合わせに対して、ここにおいで賜り、貴重な御意見

を陳述いただきまして、誠にありがとうございました。お寄せいただきました意見、そ

れから、それに基づく質疑応答は、私どもの有識者会議にとって大変有益であったと感

じます。お話を伺っておりますと、ここで論議の対象としております公益法人制度の更

なる見直しの観点から、貴法人が大変先端的な取組をなさっておられるということを伺

い、大変参考になりました。  

 また、取り組んでおられる事業の実質・内容の観点におきましても、考えてみますと、

私どもの社会のドメスチックな観点においても、子どもの貧困、その他の子どもの問題

というのは、大変深刻なものがあって、次の世代をどういうふうに育んでいくかという

ことについて悩みは深いものがありますけれども、貴法人におかれましては、まさに定

款の上での事業目的を途上国から地球上と変更なさって、そのようなグローバルな取組

をなさっておられるということをつぶさに伺いまして、深い感銘を抱きました。  

 本日は、誠にどうもありがとうございました。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  ありがとうございました。  

 申し忘れましたけれども、例えば国際 NGO業界の中では、自主的な取組としまして、ア

カウンタビリティー・セルフ・チェックという制度を設けておりまして、自らの説明責

任のありようですとか、組織のありようというものを自らチェックし、それをきちんと

やったあかしをウェブサイトなどに表示するという取組を自分たちで行っております。

このたびは、アカウンタビリティー、ガバナンスをより強化する仕組みをお考えいただ

いているところですが、それぞれにそういう取組を行うことは可能であろうと思います

し、それを行うことで、その法人によいことがといいますか、それを行っている団体は

何かのアプライができるとか、何か資格が得られるとか、何かがあると努力する余地も

あるのですが、法人も大小、いろいろな規模がありまして、どの法人にもというのはな

かなか難しいところがございます。そのあたり、ぜひ御勘案いただいて、自律的な取組

を御支援いただければと思っております。  

○山野目座長  どうもありがとうございます。  

 おっしゃったようなアカウンタビリティーについて、貴法人のような先端的でかつ自

律的な取組を率先してされている法人は、大変すばらしいですけれども、全ての法人が

そうでないという状況の中で、貴法人が取り組んでおられるようなもののどこまでを標

準のものとして、国の制度や、それからその他のソフトローの内容として、一種の標準

化をして社会的に啓発し、取組を求めていくかというところの塩梅がなかなか悩ましい
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ところでございます。しかし、その検討の作業を進めていく観点からも、本日は誠に有

益なお話をいただいたと感じます。重ねて御礼申し上げます。  

 どうもありがとうございました。  

○プラン・インターナショナル・ジャパン（佐々木氏）  ありがとうございました。  

（プラン・インターナショナル・ジャパン退室）  

（助成財団センター入室）  

○山野目座長  議事を続けます。  

 続きまして、公益財団法人助成財団センターの御意見を伺うことにいたします。御意

見をおっしゃっていただくお願いを差し上げたのは、御紹介申し上げた助成財団センタ

ーの山岡理事長、田中専務理事でいらっしゃいます。御両職におかれましては、大変お

忙しい中、この有識者会議に御来臨を賜りまして、誠にありがとうございます。  

 御発言に当たりましては、助成財団センターの事業概要や規模を御紹介いただいた後

に、この有識者会議において、目下検討しております基本的な論点の各項目についての

御認識や御意見を仰せいただければありがたいと考えます。  

 時間は 20分程度でお願いいたします。  

 既に助成財団センターからは、あらかじめ資料５を提出していただいておりますから、

委員の皆様方におかれましては、それをも参照いただきたく望みます。  

 それでは、どうぞよろしくお願いいたします。  

○助成財団センター（山岡氏）  今回、こういう機会を与えていただき、ありがとうご

ざいます。山岡でございます。  

 冒頭に専務理事の田中のほうから、財団センターの紹介と助成財団の状況ということ

で４分ほどお話しさせていただきます。  

○助成財団センター（田中氏）  改めまして、田中と申します。お世話になります。  

 配付資料の中に右上肩に資料１と書いた資料がございますでしょうか。その後ろに私

どものいろいろなパンフレットがついてございます。簡単に助成財団センターの概要等

について、お話しをさせていただきます。  

 助成財団センターは、もともと公益法人協会の中に助成財団の懇談会みたいな形でグ

ループがありまして、今から 35年前、助成財団に関わる情報が公益法人協会の中では得

にくいということで、特殊な事業をやっているグループという意味で、独立したほうが

いいのではないかという話し合いが持たれた結果、トヨタ財団を中心に、当時 22ぐらい

の財団の皆さんが発起人になって独立するということで作られた。当初は、助成財団資

料センターという名称になっておりまして、その当時は助成財団に関わる資料とかデー

タが１か所に集まっているところがなくて、まずこれをまとめていこうということで、

資料センター的なものを作ろうということで作られたのが 35年前であります。  

 それから３年後に、助成財団の皆様と経済界の企業、あるいは同業者団体の皆様、経

団連の協力も得まして、寄附を募り５億円ほどの基本財産を集めた。これは、特定寄附、



 

21 

 

指定寄附の認可を受けて、企業にとっては損金処理になるという形での寄附を集めた。

助成財団から３億円、企業系から２億円の寄付を何とか集めて、その５億円を基に財団

法人の許可が得られたということでございます。  

 当初は、図書館機能とか資料中心の活動をしていたのですが、名称から「資料」とい

う名前を取りまして、今の助成財団センターという名称に変えた。その変えた段階で、

資料の閲覧等々も引き続きやるのですけれども、助成財団の皆様の活動の支援に力を入

れる、あるいは、助成金を必要としている方々に対しての情報提供というところにシフ

トしまして活動を開始したというのが今の助成財団センターの始まりで、その後、その

形態を踏襲してきている。  

 ということで、今、大きな機能としては、助成財団に関わる中間支援センターとして

の機能、それから情報センターとしての機能、それから広報センターとしての機能、三

大機能を発揮する形で民間公益に寄与していこうという形で活動しているということで

ございます。昨年、 10周年の節目で、それまでの助成財団に関わる新制度に関わる問題

点、あるいはよかった点について報告書を作成して、こちらにもお届けしているところ

でございます。  

 簡単に中のパンフレットを見ていただきますと、見開きの左側が、助成金を探してい

る方に対して、いろいろな情報を提供していくということでございます。ウェブサイト

による情報提供はもちろんのこと、左下にありますような書物・冊子を作って、この中

には、どの財団がいつ、どういう公募を行っているかというデータが全部収録されてい

る。一番左側の助成団体要覧は、1,500法人ぐらいですけれども、助成財団の成り立ちか

ら、右側のガイドより詳しいデータが入っている。  

 右側は、よりよい財団運営のための資料ということで、助成を行っておられる団体等

に対しての支援業務で、セミナーを開催したり、交流会を開催したり、あるいは同業財

団が集まったグループで意見交換したりという形で、より財団の実務的な面、助成内容

の質の向上を狙った支援を行っています。  

 私どもは会員制を敷いておりまして、現在、会員は 300名と、数は決して多くないので

すけれども、全国規模の中心になる財団はほとんど網羅されているということで、助成

金の規模で言いますと、全体の７割ぐらいの規模はカバーできているのではなかろうか

と考えております。助成財団の現況、推定ですけれども、4,000法人ぐらい、全国に助成

事業に関わっている団体があるのではないか。毎年、そのうちの 3,600に絞り込んで調査

票を送って、どういう活動をしているかというデータ集めをしております。そのデータ

を基に、助成を必要としている方々に対するデータ提供だったり、先ほどの書物だった

り、助成する側と助成を受ける側の橋渡しみたいな仕事をやってきているということで

ございます。  

 昨今は、制度改定が終わって 10年たったわけですけれども、制度改定が終われば助成

財団の数も増えるのではないかということが期待されていたわけですが、実際問題はほ
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とんど出てこない。微々たる数しか増えないという状況で、なぜそうなっているのかと

いうことを考えたときに、ほとんどの上場企業は既に助成財団を作っている。それから、

これから作られる企業もあるのですが、割と小粒で数も少ない。それから、公益認定を

取るよりは、一般でしばらく様子を見ようと、一般法人のまま助成事業を行っている財

団が相当あるのではないか。この部分については、データの取りようがなかなかなくて、

苦慮しているところです。そういう制度上の問題で控えているところが結構あると聞い

ております。  

 最近の助成財団の様子としましては、これまでは公募型といって、プログラムを作っ

て、プログラムに合う方はどうぞ申し込んでくださいという形で、選考し、助成すると

いうスタイルを取ってきているのですが、今でもそのスタイルは多いのですけれども、

アメリカ型で、財団として、こういう事業に、こういうところに助成したい。財団側の

思いを乗せた、公募によらない助成事業というものもだんだん増えてきている。  

 それから、一つの財団で助成するのではなくて、幾つかの助成財団がグループになっ

て、同じ目的に対して助成するという協調助成みたいな形もだんだん出てきている中で、

制度のそういった新しい動きに対して対応できるような形になればいいなということで、

日々、助成財団の皆さんといろいろ論議しているという状況にございます。  

 以上、概略、当センターの内容と、最近の助成財団の皆さんの状況です。  

○助成財団センター（山岡氏）  以上のとおりでして、私どもが知見を有している助成

財団は、会員である財団法人のうち、余り事業を行っていない、寄附や寄附による財産

の運用益で資金助成を行っている団体がほとんどでございます。社団法人については、

幾つかないわけではないのですけれども、ほとんど知見を有しておりません。  

 事業を行う財団についても、私どもの対象には含まれていないということです。とい

うことで、資金助成を行う、主に支援性の財源で行う団体の立場からのお話をさせてい

ただきたいと思います。  

 では、資料５－４に基づきまして、第２回会議資料の基本的な論点についてコメント

させていただきたいと思います。全部網羅的に言っていると時間がないので、要点に絞

って言いますと、公益法人のガバナンスのあり方に関しましては、一番大事なのは（オ）

だと思います。 10年の実績の中で現実に生じた問題と対策を分析すべきではないかとい

うのがありました。  

 これは、どういう不祥事が存在しているのか、恐らく幾つかのパターンに分類できる

と思います。ライフ協会のような不祥事と日本相撲協会の不祥事とでは全然違うわけで

すね。私ども助成財団では不祥事はほとんど発生していないのですけれども、１件だけ、

ある団体で会計担当者が私的流用したという背任行為で辞めさせられた例がございます。

また、小さい団体でも、会計上のトラブルを起こしたところとか、それ以外にも小さい

問題を起こしているところがありますけれども、全部違うのです。  

 ですから、どういう不祥事に対しては、どういう対策が必要か。実際に起こった不祥
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事あるいは公益認定等委員会のほうで勧告を出されたものについての内容分析をすると、

恐らく幾つかのパターンがあるだろうと思います。そのパターンによって、どういうと

ころに問題があって、どこを改善するかというのが異なると思うのですが、そういう分

析がないと、ここに書いていることは、私どもから見るとどうしたらいいか分からない。

どういう実態に対して、これがどういう効果を持つのかということが判断できない状況

であるということが言えるかと思います。そういうことで、（オ）は最も重要なことであ

り、この分析なき対策は、机上の空論、あるいは説得力なき観念論としか言わざるを得

ない。効果のない重荷を課すことで、多くの公益法人を疲弊させることになるだろうと、

ここでは書いております。  

 それと、（カ）も重要でございまして、助成財団の世界では、既にそういうことが発生

しております。かなり優秀ないい活動をやっている財団が、一般法人のままで公益認定

を取らない。取らないほうが自由でいいやという傾向がございますので、これ以上厳し

いことがあれば、寄附を受ける方の受け方によっては、公益認定を無理に取らないほう

がいいという話にもなりかねないという状況はございます。  

 それから、評議員と社員のあり方でございます。「独立評議員」とあるのですけれども、

独立評議員とは何か。私もあちこち公益財団法人の評議員もやっていますし、一般財団

法人の評議員もやっていますし、社会福祉法人の評議員もやっていますけれども、基本

的には、出捐者の関係者とか理事長の関係者とか、あるいは専務理事と同じ会社に勤め

ているという方以外は、みんな独立評議員だと思っているのですけれども、それ以上の

独立性というものがどういうふうに必要なのか。あるいは、それを法律に規定できるの

かというのが問題ではないかと思います。  

 それと、評議員が役員等の責任追及ができるようにするということですけれども、こ

れは立法過程で有識者会議が随分検討されたそうですけれども、それをやると本当に理

事のなり手がなくなるという話もあって、法定化しなかったことがあります。そういう

ことが起こると思います。  

 それから、社員や評議員について一定数以上を必要とすべきか。評議員については確

かに最低３人ぐらいいないと、決議のいろいろな姿はうまくいかないのではないかなと

いうことはございます。しかし、評議員が多過ぎてガバナンスが効かないと勧告を受け

たところはあるそうですが、少なすぎて問題になったことは聞いていません。でも最低

限はあっていいと思います。  

 それから、評議員資格ですね。これも役員と同様、一定の制約を設けるべきか。私は、

この制約があることによって独立評議員の独立性みたいな、全員が血縁者であったら独

立性がないわけですけれども、また全員が理事長と同じ会社の役職員だったら独立性は

ないわけですから、そういうものをきちんと制約して、血縁者でもなく、雇用関係者で

もない人が必ず一定割合は含まれるような形になっていれば、それで独立評議員という

のは存在し得るということになるわけで、資格制限はあってもいいのかなと思っており
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ます。  

 それから、外部人材であることにより、責任が問われることがないように留意すべき

というのは、そのとおりですけれども、ここで言う外部人材とは何ぞやという。まさに、

ここで言っている独立評議員とは何ぞやということが、ちょっとよく分からない。イメ

ージがわかないので、何とも言えないと書いてございます。  

 それから、役員のあり方でございます。「独立理事」「独立監事」の提案ですね。先ほ

ど申しましたように、関係者の血縁者であるとか、雇用関係のある人は独立性がないと

思うのですけれども、私どもの財団の周りはそういうものは非常に少なくて、恐らくか

なりの方はどちらでもない。血縁者でもないし、雇用関係者でもないという意味では、

みんな独立理事や独立監事だと私は認識しております。  

 特に監事は基本的に独立しているものですから、独立監事と言うと、それ以外の監事

はみんな依存監事となってしまうので、独立監事という概念が理解できないということ

でございます。  

 それから、一定規模以上の公益法人に常勤監事の設置や非常勤役員に一定頻度で日常

の業務に関与することを義務づけるということ。任意で置くのはいいですけれども、こ

れを義務づけることは恐らく法的にも難しいし、必要もないだろうと思います。まさに、

それに監督責任が伴うとなると、やる人もいないだろうと思いますし、そういうやり方

で何が防げるかなと考えたときに、ほとんどイメージがわかなかったということでござ

います。  

 それから、外部監査の体制の徹底。これは、会計監査人の設置基準は確かに高いです

ね。ですから、私ども助成財団で言うと、これに該当するものを調べましたら一つもな

かったです。もし基準を半分ぐらいに下げるとすると、４～５件は出てくるかもしれま

せん。これも、下げる理由、実際に実態がどうなっているかによります。会計監査人を

設置したところはきちんとやっていて、基準のちょっと下に位置しているために設置し

ていないところで多くの問題が起こっているということであれば、その実態調査に基づ

いて、基準を下げるということはあると思いますけれども、それ以外には言いようがな

いかなということで考えております。  

 補助金受給の場合は、補助金を出す側が補助金支出の要件を決めればいいわけです。

自治体の５万円、 10万円の補助金から、国による数十億円の補助金までありますので、

これは補助金を出す側が出す要件を決めればいい話だと思います。  

 それから、社会福祉法人、医療法人などにおける外部監査とのバランスは、私は必要

ないと思います。私は社会福祉法人の評議員もやっていますし、更生保護法人の監事も

やっています。学校法人の評議員もやったことがあるのですけれども、それぞれの法律

の目的と組織の対応規模が全然違います。それから、政府のコントロールの仕方も違い

ます。社会福祉法人と学校法人と更生保護法人は、憲法 89条の公のコントロールの下に

ある法人として設立されておりますので、公益法人や NPO法人とは全然違うわけで、これ
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らとそろえるということは余り意味がないと思っております。  

○助成財団センター（田中氏）  資料の４ページ、ガバナンスの自律性と透明性の確保

というタイトルのところです。基本的には、ガバナンスを高めていくために何が必要か

というと、情報開示というのが大変重要なポイントになってくると思うのですけれども、

これにつきましては、既に公益法人協会と一緒に大会宣言というのを一昨年出させてい

ただいて、中にうたってあるとおりでございまして、充実する必要はあるであろう。  

 今でも、財団によりましては、事業報告書の中に当財団のガバナンスの評価あるいは

運営、基本方針みたいなものにガバナンスの問題、コンプライアンスの問題、ディスク

ロージャーの問題、３つの項目についての取組について、わざわざ書き込んでいる財団

もあるということで、意識づけのためになっているかなと。まだ数は少ないです。  

 それから、助成財団法人が作成・開示する資料のガバナンスに関する記載は十分か、

これは今のところの記載を充実させていくことでよろしいのはないかと思います。  

 「 公 益 法 人 information」 の 内 容 や 利 便 性 等 に つ い て の 御 質 問 で す が 、 公 益 法 人

informationのデータ量は毎年どんどん充実されてきて、本当にすばらしいデータが収集

されてきていると思いますが、反面、見たいものがすぐに見られない。どこにあるのか、

えらく時間をかけて探すという実態があります。その意味からすると、今でもあります

けれども、検索機能を強化していただいて、見やすい、利便性の観点でお考えいただい

たらよろしいのではないかと思います。  

 それから、２つ目のガバナンス・コードについてですが、公益法人協会さんのほうで

一つのひな形みたいなものを作って説明会を開催されてきていますが、助成財団の場合

は、職員が３名とか４名程度の財団が圧倒的に多いので、そういうところにおいて、ガ

バナンス・コードを決める意味合いはそれなりにはあると思いますけれども、必ずガバ

ナンス・コードでなければいけないのかということではなかろうかと思います。  

 私どもであれば、倫理規定を従来から規定している中で、倫理規定の中身をもう一回

見直して、さらに充実するというのも一つの方法としてはあるだろうし、行動規範みた

いなものを定めておられる財団もあるようですので、そういうものを見直す。全部が全

部、ガバナンス・コードを決めるということは必要ないのではなかろうか。財団のそれ

ぞれの事情に応じて考えていったらよろしいのかなと。コードを作ることより、それに

準じた行動を取ることのほうがよほど重要でございますので、その意識徹底を図ること

のほうがより効果的ではないかと思います。  

 それから、策定主体や内容についてです。内容については、財団それぞれで検討して

決めていけばいいのですが、策定主体としては、個々の助成財団が決めるということで、

よく言われていますけれども、ガバナンス・コードが検査対象の項目に挙がってくるこ

とはないように、ぜひお願いしたいと考えております。  

 それから、行政庁はどのように関与すべきかについては、制定そのものに対して、あ

るいは内容について、どうこうというのは必要なかろう。あくまで自主という形で、そ
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れが不十分な場合にはコメントするという形でよろしいのではなかろうかと思います。  

○助成財団センター（山岡氏）  その他にあります２項目も、具体的にどういう問題が

あるかというイメージがわかないので、具体的にかなり問題があるようであれば検討し

たらいいのではないでしょうか。発生した問題の実態に合わせて検討したらいいのでは

ないかと思います。  

 時間を超過しましたけれども、最後に一言。私、この法律が施行 10年たって、そのた

めに見直しすることは大変重要なことで、今回もガバナンス強化の見直しについて検討

されているのですけれども、それだけに限らず、法全体の体系がどう使われているかと

いう面から、法全体の視点から改正していただくのがいいのではないかと思っています。 

 特に議論してほしいのは、収支相償という問題についてです。特に助成財団の場合は

事業をやっていないわけです。要するに、今の制度は寄附金制限法なのです。事業収入

について収支相償はいいと思いますし、勝又委員が参加された有識者会議の報告書でも

そういうことは言っているのです。企業とのイコールフッティングの関係から、事業収

入については一定の制約が必要と言っている。しかし寄附について制約しろというのは、

その有識者会議では何も出ていないですね。  

 ですから、あのあたりは、事業収入についての収支相償は分かるのですけれども、寄

附や会費や、そのほかの支援性の財源まで含めるということについては、本来の意味か

ら違うのではないかと思っています。そういうものも含めた全体の見直しの議論が、こ

のガバナンスからスタートして展開すればいいなと思っております。  

 以上でございます。どうもありがとうございました。  

○山野目座長  助成財団センターにおかれましては、本日は資料５－４、助成財団セン

ターのほうでおつけになった番号で言いますと資料３を御用意いただき、それに基づい

て意見の開陳をいただきました。大変分かりやすい資料に基づいて、分かりやすい御意

見をお述べいただきまして、御礼申し上げます。  

 これより委員のほうから質疑を差し上げることにいたします。いかがでしょうか。  

〇梶谷委員  大変参考になる御意見、情報提供、ありがとうございました。  

 評議員のあり方について、御意見の中で、社員総会と評議員あるいは社員と評議員に

ついては、必ずしも同列に扱うべきではない部分があるのではないかという点がありま

した。ガバナンスのあり方を考えた場合に、今の制度では、評議員とか評議員会がガバ

ナンスにどうコミットしていくのか、財団では、理事も外部の方が多いということでし

たけれども、理事と違った観点で、どのように評議員、評議員会がガバナンスに関与し

ていくのかが若干明確でないことも、ガバナンスが十分に機能していないといわれる原

因になっているように思いました。  

 特に財団等を見ていらっしゃって、もうちょっと評議員会とか評議員がこういうふう

にガバナンスに関与すべきではないかとか、あるいは現状で十分であるとか、そうした

ことについての御意見とか感覚というのはございますでしょうか。  
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○助成財団センター（山岡氏）  実態から言いますと、多くの公益財団、私どもの周り

では、評議員会は年に２回か３回で、１回２時間です。基本的には、与えられた資料の

整合性については議論しますし、矛盾を突くことはある。あるいは、事業のやり方で、

もっとこういうことだったらいいのではないか、こうやったらいいというアドバイスは

あります。そういう意味で言うと、アドバイスはできますね。こういうやり方はまずか

ったのではないかとか。  

 ただ、与えられた資料そのものが改ざんされていたり、関連の事柄について報告され

なかったりという問題について、評議員会が見つけることは、私は無理だと思います。

ですから、内部告発が一番いいのですね。評議員に内部告発してくだされば、こういう

ことを聞いたのだけれども、どうだろうというので議論できます。与えられた資料を全

部疑って、原票に基づいて、会計決算報告だけではなくて、月次の報告も帳票も評議員

が全部見る、それは監事ならある程度やりますけれども、評議員がやることは一般には

ない。提出された資料の整合性の確認はできる。事業内容についての意見は言うことは

できる。それが重要な役割だと思います。  

 助成財団では、助成対象決定のときも評議員会で説明することがありますが、これは

報告事項になっていますね。  

○梶谷委員  ありがとうございました。  

 そういった観点の中で、例えば情報開示・公開も必要だと書いていらっしゃいますが、

評議員が積極的にそうした情報を基に言うというのも、なかなか難しい状況にあるとい

うか、実際問題として評議員会は十分な回数開かれていないと思いますが、そこは増や

したほうがいいとか、御意見ございますでしょうか。  

○助成財団センター（山岡氏）  私どもの評議員会は活発で、評議員と監事の意見が違

ったりすると物すごく大変なことになるのですけれども、ありがたいアドバイスもたく

さんいただきます。理事がその気になって評議員の活用といいますか、評議員の批判能

力を高めようと思わない限り、ちょっと無理があるでしょうね。限界があると思います。

むしろ立入検査をしっかりやっていただくほうがいいと思います。  

○助成財団センター（田中氏）  今の御質問ですけれども、私どもの場合は評議員会が

すごく活発で、その１つは、理事にしても、評議員にしても、助成財団の方々が基本的

に多いのです。そういう中に、例えば弁護士の方とか会計士の外部の人間が評議員とし

て入ってくるということになりますと、助成財団の方々の見方と違ってくる。そうする

と、非常に意見が活発になるということがありますので、評議員会が云々というよりも、

人選の方を各財団が重視していくということで、活性化というのはできなくはないと思

います。  

○勝又委員  理事と評議員との間のコミュニケーションということで、私どもでは、定

例の評議員会、理事会とは別に合同の委員会というものをやっています。そうすると、

牽制機能というのはなくなるかもしれないですけれども、理事会で実態的にどういう議
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論がなされているか。それに対して、評議員がどういう意見を持っているかというのを

お互いが知る機会にもなります。  

 そもそも新制度の中でこの評議員会というものが位置づけられたときに、それまでの

主務官庁の役割を評議員に負わせるということで、いろいろな権限を持つようになりま

したけれども、民間の団体としては、よりよい活動をするためにいろいろな知見を持っ

た方々に御意見を伺う、サポートしていただくということのほうが、ある意味ではより

重要なことでもありますので、理事・評議員に対する役割と機能という中に、そういう

観点もあってもいいのではないかと思います。  

○吉見委員  御説明ありがとうございます。  

 ２点ございます。  

 １つは、（２）の役員のあり方というところでありますけれども、このうちの（ウ）で、

一定規模以上の公益法人に常勤監事の義務づけ、非常勤役員に一定頻度の日常業務に勤

務する仕組みに対して、御説明の中で、こういう形だと責任が重くなって、実際にそれ

を担うような人がいなくなるのではないかという御発言があったかと思いますけれども、

実質的にそういう状況というのが今、生じているのか。  

 すなわち、非常勤であるからこそ引き受けられるけれども、ちょっと言い方が悪いか

もしれませんが、非常勤だと比較的負担なく引き受けられるけれども、それが常勤にな

ると負担が重くて引き受けられないという、常勤と非常勤による責任の違いを、理事・

監事の方がかなり重く受け取られるような状況が現にあるのかどうかが１点でございま

す。  

 もう一点は、（４）のガバナンスの（イ）に係る部分で、４ページから５ページにかけ

てです。この部分について、ガバナンス・コードと倫理規定のどちらかを取るかは、法

人が選択すればいいのではないかと聞き取れるような御発言があったかと思います。  

 基本的に、このガバナンス・コードあるいは倫理規定、行動基準という名称もありま

したが、これらは代替的に法人が選べる性格のものなのかどうか。基本的にかなり性格

の違うものではないかと思うわけですが、そのあたりはどういうふうに実態として捉え

ていらっしゃるかについて、御意見があればお伺いしたいのですが。  

○助成財団センター（山岡氏）  前半は私のほうからお答えさせていただきます。  

 一定規模以上の公益法人に常勤監事の義務づけや、非常勤役員に一定頻度の日常勤務

に関与させることですが、後者は、既に任意でやっているところはあります。私どもの

助成財団センターの理事のうちの１人は、週に１～２回来て、研修事業の講師をやって

もらったり、準備をやってもらったりという形で、それに対しての一定の報酬を払って

います。流動的にやるのはいいと思いますけれども、とにかく誰か１人は必ず常勤理事

を雇わなければいけないとすると、とにかく探してきて、かなり高給を払わないといけ

ないと思います。特別の作業をやってもらうわけにいかないから、日頃、何もやってい

ない、座って見ていてくださいみたいな感じになりますね。  
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 そういうのはあり得るのか。ないわけじゃないですが、お金だけ払って、財団にとっ

て無駄金使いだなと思います。本人もつらいだろうなと。何か事件があって手柄を立て

られればいいですけれども、手柄を立てる場面のないところでずっと勤務しているとい

うのはどうでしょう。講演してもらうとか、事業のお手伝いをしてもらうというのはい

いのですけれども、これは事業をやらないという立場だと思いますので、恐らく私なら

やらないかなと。週２回行けば月 50万円位くれるというなら行ってもいいですが、でも、

やりたくないですね。  

 常勤監事というのは、一体何日ぐらいを考えるかによりますけれども、監事も月次会

計のチェックぐらいやってもらうといいと思うのですね。多くの会計上の問題、特に私

的流用の問題は、月次のダブルチェックがちゃんとできていないだけなのです。普通の

監事は、年間を通しての会計報告書を見ますから、そこに虚偽の数字が書いてあったら

分からないですね。旅費 100万円だったのを 500万円と書いて、400万円をポケットに入れ

たとする。500万円も旅行しているのだな、旅費大変だなと思いますけれども、嘘だと思

わない。理事長なり、専務理事なり、あるいは会計担当理事が、会計担当者から毎月報

告を受けて月次チェックしたら、すぐ分かってしまうのですが、問題を起こすところは、

それができていない。  

 これは、事務局体制、日常の月次報告はちゃんと複数でダブルチェックしましょうと

私はあちこちで言っているのですけれども、それができていない状態で監事を幾ら強め

ても難しい。だから、常勤監事が月次チェックをする役割を持つなら、それは常勤監事

と言わなくても監事に月次チェックを頼めばいい。そのかわり、報酬は出さないといけ

ない。それ以外には、常勤しても見ることはない。年に１回の決算書類だけで監事は判

こを押すわけですけれども、毎月の帳票を見てチェックしているかというと、無償の監

事にそこまでは頼めないという現状があります。  

 ただ、監事には、いろいろな会計上の問題で私ども、無償で相談します。それはでき

るだけやられたらいいと思います。我々が見過ごしていることはたくさんありますので。 

○助成財団センター（田中氏）  ガバナンス・コードと倫理規定、行動基準等の詳しい

ことは私も理解しておりませんけれども、私どもの例で言いますと、既に倫理規定を作

っていて、その項目が 10項目あるのですけれども、ガバナンス・コード並みにさらに強

化していくということ、この 10項目の中にはない項目について追加しなければならない

ということで、今、原案を作っているのですけれども、これが作られれば、ある種財団

における役職員がその精神にのっとってやっていくという意味では、ガバナンス・コー

ドとは形は違うのかもしれませんけれども、内容的に余り違ったものにはならないので

はないか、同じようなものではないかと考えております。  

 ガバナンス・コードと言うと、本当にがちがちで、チェックリスト等々まで全部準備

して、３人しかいない職員が１年終わって、一生懸命その点検を行うという形が定例化

されるのであると、かなり厳しいかなと。ある意味、勤務している役職員に精神的な縛



 

30 

 

りであり、対外的な制度であるという観点からすれば、倫理規定でもその役を果たせる

のではないかと考えます。  

 ただ、今の倫理規定のままでは物足りないと思っておりますので、そこはもし倫理規

定を改定してという手段を取るとすれば、追加項目という形で考えなくてはならないと

思います。  

○山野目座長  よろしゅうございますか。  

 本日は、助成財団センターの御両職におかれましては、あらかじめの入念な御準備を

いただいて資料を御提供いただいたことに加え、ここにおいでいただいて貴重な御意見

を御披瀝いただき、また委員からの質疑に答えていただきました。誠にありがとうござ

います。  

 御意見を参考にして、今後の検討を続けてまいりますし、その過程で、またこの場で

なくても、事務局等を通じてなどしてお尋ねすることが多いのではないかと思いますか

ら、引き続き、お付き合い賜りますようよろしくお願いいたします。  

 どうもありがとうございました。  

（助成財団センター退室）  

○山野目座長  議事の（１）「公益法人のヒアリング」はここまでといたします。  

 続きまして、（２）「報告事項」を議題といたします。これについて、資料６に基づい

て事務局からの説明をお願いします。  

○見次企画官  それでは、御説明させていただきます。  

 資料６を御覧ください。基本的な論点ということでお示ししておりますけれども、前

回の御議論を踏まえまして追記した点につきまして申し上げます。  

 ２ページでございますけれども、赤字の部分でございます。（０）のガバナンスのあり

方の具体的な内容に入る前の議論の目的という点につきまして、前回御議論いただきま

したので、その点につきまして追記してございます。「ガバナンスのあり方を議論する目

的として、例えば、寄附文化の醸成や公益法人セクターの成長の基盤となる信頼度を高

める、といったことが考えられるのではないか」としてございます。  

 また、（０）の（オ）でございますけれども、「現行制度への移行から 10年が経過する

中で」と、冒頭で振りました上で、①、②としまして、②としまして「会社法制など他

の法人制度の変化の背景となった社会状況の変化を踏まえて、立法事実を整理すべきで

はないか」としてございます。  

 また、３ページ、（１）評議員・社員のあり方の（エ）で、一定数以上の確保というと

ころにおきまして、その趣旨を明確にするということで、「独善的な法人運営とならない

よう」ということを追記してございます。  

 また、下の※印のところでありますけれども、これは念のため、現行制度上の整理に

つきまして、社員・評議員のそれぞれにつきまして追記しているものでございます。  

 最後、５ページでございますけれども、（３）外部監査体制の徹底。こちらは、設置基
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準の関係で、前回、地域における専門人材の実情ということでお話をいただいたところ

を踏まえまして、設置基準について、「地域における専門人材の実情も踏まえ」という追

記をしてございます。  

 以上、前回の御議論を踏まえまして、資料６に追記した点につきまして申し上げまし

た。以上でございます。  

○山野目座長  想定される基本的な論点の回ごとの議論を踏まえた改定を、今日の段階

のものをただいま資料６としてお示しいたしました。  

 今、説明差し上げた範囲で何か御意見があったら承っておきます。  

○勝又委員  基本的な論点の中の評議員・社員のあり方の（ア）のところで、「その規模、

外部性・独立性の基準について、どう考えるか」ということを論点とするとなっていま

す。今日の公法協にしても、助成財団センターにしても、外部とは一体何なのか、独立

とは何なのかということを非常に大きな問題として取り上げておられますし、公益法人

の実務の部分から言っても、そこが非常に曖昧であって、わざわざこのような言葉を使

う必要があるのか。まずあるべき姿、評議員に求められる、いわゆる独立性とか客観性

とか、そういうものについて求めるものの議論をここできちんとしなければいけないの

ではないかと思います。  

○山野目座長  ただいま勝又委員が問題提起してくださった、資料６で申しますと３ペ

ージの（１）の（ア）でございますけれども、御指摘のありましたとおり、本日、ヒア

リングで意見を述べていただいた各方面からも、このことに関わっての問題提起があり

ました。  

 とりわけ皆さん御記憶でありましょうが、最初に公益法人協会から意見の聴取をした

際に、佐久間毅委員から、外部性・独立性ということも引き続き議論されてよいけれど

も、本質・実質にあるものは、結局のところ、現在の公益法人の制度の運用が、法人ご

とによっても様子が異なる側面はあるかもしれませんけれども、理事、理事会ないしは

事務局の側が評議員の人的構成に影響を強く行使してはならないという法の精神がある

にもかかわらず、それがそのとおり進んでいないものではないか、と指摘がありました。  

 それを踏まえて、あのとき佐久間委員の言葉では、別なルートとか独立のルートとお

っしゃいましたが、その独立はここで言っている独立性とは意味が異なりますけれども、

そのルートで評議員が選ばれるかどうかということを含め、評議員の人的構成のあり方

について、その適切な方策を追求していくということが課題の本質であって、差し当た

りの一つのヒントとして、外部性とか独立性ということを話題にしているとしても、こ

れ自体が、今、勝又委員がおっしゃったように絶対ではないであろうと感じます。  

 そうであるといたしますと、この資料６の（１）の（ア）の部分ですけれども、また

事務局で工夫を凝らしていただいて、外部性・独立性をどう考えるかという論点の投げ

かけよりは、評議員の適切な人的構成を獲得するためにはどうしたらいいでしょうか、

という投げかけになるかもしれません。外部性・独立性という議論は、後ろのほうにつ
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けたり、ポイントを落としてつけたりすることは、議論の継続性からいってあるかもし

れません。外部性・独立性ありきで、それが前面に出て、これをするか、しないかとい

うことを有識者会議が議論しているという示し方でないような工夫がされていけばよい

と感じます。  

 勝又委員が仰せになろうとしたことは、そういうことではないかと感じましたけれど

も、委員の皆様方から、ほかに何か、今、勝又委員がおっしゃったことについて御意見

があったら承っておきます。いかがでしょうか。よろしゅうございますか。  

 それでは、また事務局のほうで何かお悩みいただければありがたいと存じます。  

 ほかにおありでしょうか。よろしゅうございますか。  

 それでは、議事（２）「報告事項」も審議を終えることにいたします。  

 本日、内容の面で用意いたしました議題を了しました。この際、事務局から事務的な

事項についての案内を差し上げます。  

○小林参事官  １点目は、議事概要及び議事録でございますが、これまでの２回と同じ

扱いで、また委員の皆様方が確認の上、それぞれ公表する手続にしたいと思います。  

 ２点目、次回は３月 16日、月曜日の 10時からでございますので、よろしくお願いいた

します。  

 ３点目でございますが、次回は、公益財団法人全日本柔道連盟、公益社団法人日本小

児科医会、公益社団法人３．１１震災孤児遺児文化・スポーツ支援機構、公益社団法人

日本芸能実演家団体協議会の４つの公益法人からヒアリングを予定しております。以上

でございます。  

○山野目座長  ただいま事務的な御案内を差し上げました。何かお尋ねはおありでしょ

うか。よろしゅうございますか。  

 それでは、次回もどうぞよろしくお願いいたします。  

 第３回会議をお開きといたします。どうもありがとうございました。  


